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別紙１ 

市町村森林整備支援事業の補助対象事業費 

 

１ 補助対象事業費は、信州の森林づくり事業実施要領（昭和 55 年 3 月 3 日 54 営林第

405 号）に準じることとし、標準実施単価に事業量を乗じて求める。 

（以下、信州の森林づくり事業から抜粋。令和 6 年 4 月 25 日現在の内容であり、事業実

施に当たっては必ず最新の実施要領を参照すること） 

標準実施単価には共通仮設費を含むものとし、事業実施に直接必要な労務が雇用により

まかなわれるか否かや、当該労務に係る社会保険料等の支払い状況に応じて間接費を加算

することができる。 

２ 標準実施単価 

(3) 標準実施単価の構成 

ア 直接費 

(ｱ) 資材費 

事業の実行に直接必要な苗木、肥料、燃料、消耗品等の購入費及びこれらの運賃、

荷造費等 

(ｲ) 労務費 

事業の実行に直接必要な労務賃金 

(ｳ) 機械経費 

事業の実行に必要な機械器具の使用に要する費用 

イ 共通仮設費 

(ｱ) 運搬費 

事業の実行に必要な機械器具、車両等の運搬及び現場内における移動に要する費用 

(ｲ) 準備費 

事業の実行に必要な準備等及び後片付けに要する費用、丁張等に要する費用、伐

開・除根・除草等に要する費用のうち直接費に含まれないもの 

(ｳ) 安全費 

事業の実行に必要な交通管理等に要する費用、安全施設等に要する費用、安全衛生

管理等に要する費用、安全対策等に要する費用 

(ｴ) 役務費 

土地の借上げ等に要する費用、電力、用水等の基本料金、その他事業の実行に必要

な役務に要する費用 

(ｵ) 営繕費 

事業の実行に必要な現場事務所、労働者宿舎、倉庫及び材料保管場等の営繕に要 

する費用、労働者の輸送に要する費用、前記に係る土地、建物の借上げに要する費

用、その他事業の実行に必要な営繕等に要する費用 
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(ｶ) 測量設計費 

事業の実行に必要な測量・設計に要する費用 

 

 

３ 間接費 

標準実施単価に加算することのできる間接費は現場監督費及び社会保険料等とし、その内

容は次のとおりとする。 

(1) 現場監督費 

事業の実行に直接必要な作業が雇用労務により実施される場合の当該雇用される労働

者（当該作業の一部又は全部が個人（一人親方等）の受託又は請負により実施される場

合の当該個人であって、実質的に当該作業の一部又は全部を委託し又は請け負わせる者

の管理・監督下に置かれる者（以下「個人受託者」という。）を含む。以下「現場労働

者」という。）の管理等のために必要な費用とし、次の費用を含むものとする。 

また、現場監督費は、事業の実行に直接必要な作業が現場労働者により実施された場

合に限り加算できるものとし、その額は、標準実施単価の 21.0％に相当する額とする。 

なお、当該現場労働者の中に個人受託者が含まれる場合にあっては、当該個人受託者

に対する実質的な管理・監督の状況が明確に記録されている場合に限り、現場監督費を

加算できるものとする。 

ア 労務管理費 

現場労働者に係る次の費用 

(ｱ) 募集及び解散に要する費用(赴任旅費及び解散手当を含む。) 

(ｲ) 慰安、娯楽及び厚生に要する費用 

(ｳ) 直接費及び共通仮設費に含まれない作業用具及び作業用被服の費用 

(ｴ) 賃金以外の食事、通勤等に要する費用 

(ｵ) 労災保険法等による給付以外に災害時に事業主が負担する費用 

イ 安全訓練等に要する費用 

現場労働者の安全・衛生管理（安全訓練、安全大会、安全教育、災害対策訓練等）に

要する費用 

ウ 租税公課 

固定資産税、自動車税及び軽自動車税等の租税公課（２の(3)のアの(ｳ)に掲げる機械

経費を構成する機械器具等損料に含まれる租税公課を除く。） 

エ 保険料 

自動車保険、工事保険、組立保険、請負業者賠償責任保険、労働災害総合保険、火災

保険その他の損害保険の保険料（(2)の社会保険料等に含まれる社会保険料及び２の(3)

のアの(ｳ)の機械経費を構成する機械器具等損料に含まれる保険料を除く。） 

オ 従業員給料手当 
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現場従業員（現場労働者を管理・監督する者その他現場において間接的に事業実行

に従事する者をいう。 以下同じ。）及び補助従業員（現場従業員を補助し、その事務

に従事する者をいう。以下同じ）の給料、諸手当（危険手当、通勤手当、火薬手当

等）及び賞与（本店及び支店で経理される派遣会社役員等の報酬及び運転手、世話役

等で標準単価の算定に含まれる現場従業員の給料等を除く。） 

カ 退職金 

現場従業員及び補助従業員に係る退職金及び退職給与引当金繰入額（(2)の社会保険

料等に含まれる退職金共済制度に基づく事業主負担額を除く。） 

キ 福利厚生費 

現場従業員及び補助従業員に係る慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚

生、文化活動等に要する費用 

ク 事務用品費 

事務用消耗品、新聞、参考図書等の購入費 

ケ 通信交通費 

通信費、交通費及び旅費 

(2) 社会保険料等 

現場従業員及び現場労働者及び補助従業員に係る労災保険料、雇用保険料、健康保険

料及び厚生年金保険料のうち法定の事業主負担分（労災保険の特別加入制度に係る保険

料を含む。）並びに退職金共済制度（林業退職金共済制度（林退共）、建設業退職金共済

制度（建退共）、中小企業退織金共済制度（中退共）等）の掛金とする。 

また、社会保険料等については、施行地ごとに、事業に従事した各現場労働者につい

て社会保険等(労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金及び退職金共済制度)の加入状

況に応じ表 1 に示す点数を合計し、当該現場労働者数で除して算出される平均点数に

応じて、標準単価に表２に示す率を乗じた額を加算できるものとする。 

 

 

 

（表１） 

区 分 加入している場合の点数 

労災保険 ６点 

雇用保険 １点 

健康保険 ５点 

厚生年金保険 １０点 

退職者共済

制度 

中小企業退職金共済制度以外 ２点 

中小企業退職金共済制度 ３点 
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（表２） 

区 分 加算率 

１点以上   ７点未満 ３％ 

７点以上  １３点未満 １０％ 

１３点以上 ２３点未満 １３％ 

２３点以上 １８％ 
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別紙２ 

森林の病害虫被害対策 

 

森林の病害虫被害対策のうち、枯損木利活用において、市町村が間接補助を行う場合の間

接補助事業者が補助対象事業費として計上できる経費は、次のとおりとする。 

 

（１）実行経費には共通仮設費を含むものとし、事業実施に直接必要な労務が雇用によりまか

なわれるか否かや、当該労務に係る社会保険料等の支払い状況に応じて間接費を加算する

ことができる。 

 

（２）実行経費の構成は、次のとおりとする。 

ア 直接費 

(ｱ) 資材費 

事業の実行に直接必要な苗木、肥料、燃料、消耗品等の購入費及びこれらの運賃、

荷造費等 

(ｲ) 労務費 

事業の実行に直接必要な労務賃金 

(ｳ) 機械経費 

事業の実行に必要な機械器具の使用に要する費用 

イ 共通仮設費 

(ｱ) 運搬費 

事業の実行に必要な機械器具、車両等の運搬及び現場内における移動に要する

費用 

(ｲ) 準備費 

事業の実行に必要な準備等及び後片付けに要する費用、丁張等に要する費用、

伐開・除根・除草等に要する費用のうち直接費に含まれないもの 

(ｳ) 安全費 

事業の実行に必要な交通管理等に要する費用、安全施設等に要する費用、安全

衛生管理等に要する費用、安全対策等に要する費用 

(ｴ) 役務費 

土地の借上げ等に要する費用、電力、用水等の基本料金、その他事業の実行に

必要な役務に要する費用 

(ｵ) 営繕費 

事業の実行に必要な現場事務所、労働者宿舎、倉庫及び材料保管場等の営繕に

要する費用、労働者の輸送に要する費用、前記に係る土地、建物の借上げに要す

る費用、その他事業の実行に必要な営繕等に要する費用 

(ｶ) 測量設計費 

事業の実行に必要な測量・設計に要する費用 
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ウ 間接費 

実行経費に加算することのできる間接費は現場監督費及び社会保険料等とし、

その内容は次のとおりとする。 

(ｱ) 現場監督費 

事業の実行に直接必要な作業が雇用労務により実施される場合の当該雇用され

る労働者（当該作業の一部又は全部が個人（一人親方等）の受託又は請負により

実施される場合の当該個人であって、実質的に当該作業の一部又は全部を委託し

又は請け負わせる者の管理・監督下に置かれる者（以下「個人受託者」という。）

を含む。以下「現場労働者」という。）の管理等のために必要な費用とし、次の費

用を含むものとする。 

また、現場監督費は、事業の実行に直接必要な作業が現場労働者により実施さ

れた場合に限り加算できるものとし、その額は、直接費と共通仮設費の合計の

21.0％に相当する額とする。 

なお、当該現場労働者の中に個人受託者が含まれる場合にあっては、当該個人

受託者に対する実質的な管理・監督の状況が明確に記録されている場合に限り、

現場監督費を加算できるものとする。 

a 労務管理費 

現場労働者に係る次の費用 

(a) 募集及び解散に要する費用(赴任旅費及び解散手当を含む。) 

(b) 慰安、娯楽及び厚生に要する費用 

(c) 直接費及び共通仮設費に含まれない作業用具及び作業用被服の費用 

(d) 賃金以外の食事、通勤等に要する費用 

(e) 労災保険法等による給付以外に災害時に事業主が負担する費用 

b 安全訓練等に要する費用 

現場労働者の安全・衛生管理（安全訓練、安全大会、安全教育、災害対策訓練

等）に要する費用 

c 租税公課 

固定資産税、自動車税及び軽自動車税等の租税公課（（２）のアの(ｳ)に掲げる機

械経費を構成する機械器具等損料に含まれる租税公課を除く。） 

d 保険料 

自動車保険、工事保険、組立保険、請負業者賠償責任保険、労働災害総合保険、

火災保険その他の損害保険の保険料（(２)のウの(ｲ)に掲げる社会保険料等に含ま

れる社会保険料及び（２）のアの(ｳ)の機械経費を構成する機械器具等損料に含ま

れる保険料を除く。） 

e 従業員給料手当 

現場従業員（現場労働者を管理・監督する者その他現場において間接的に事業

実行に従事する者をいう。 以下同じ。）の給料、諸手当（危険手当、通勤手当、火

薬手当等）及び賞与（本店及び支店で経理される派遣会社役員等の報酬及び運転
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手、世話役等で標準単価の算定に含まれる現場従業員の給料等を除く。） 

f 退職金 

現場従業員に係る退職金及び退職給与引当金繰入額（(2)の社会保険料等に含ま

れる退職金共済制度に基づく事業主負担額を除く。） 

g 福利厚生費 

現場従業員に係る慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生、文化活動

等に要する費用 

h 事務用品費 

事務用消耗品、新聞、参考図書等の購入費 

i 通信交通費 

通信費、交通費及び旅費 

(ｲ) 社会保険料等 

現場従業員及び現場労働者に係る労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年

金保険料のうち法定の事業主負担分（労災保険の特別加入制度に係る保険料を含む。）

並びに退職金共済制度（林業退職金共済制度（林退共）、建設業退職金共済制度（建退

共）、中小企業退織金共済制度（中退共）等）の掛金とする。 

また、社会保険料等については、施行地ごとに、事業に従事した各現場労働者につ

いて社会保険等(労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金及び退職金共済制度)の加入

状況に応じ表 1 に示す点数を合計し、当該現場労働者数で除して算出される平均点数

に応じて、直接費と共通仮設費の合計に表２に示す率を乗じた額を加算できるものと

する。 
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（表１） 

区 分 加入している場合の点数 

労災保険 ６点 

雇用保険 １点 

健康保険 ５点 

厚生年金保険 １０点 

退職者共済

制度 

中小企業退職金共済制度以外 ２点 

中小企業退職金共済制度 ３点 

 

（表２） 

区 分 加算率 

１点以上   ７点未満 ３％ 

７点以上  １３点未満 １０％ 

１３点以上 ２３点未満 １３％ 

２３点以上 １８％ 
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別紙３ 

 

緩衝帯の整備 

 

 第 11 第２項第３号に規定する書類として、実測図を作成し、実績報告の際に添付するもの

とする。また、原則として実測図のシェイプファイル又は測量野帳のエクセルファイルをあ

わせて提出するものとする。 

 

 

（1）実測図は、事業の種類ごとに作成する。 

（2）測量 

ア 面積の把握は実測を原則とし、測量に用いる機械はポケットコンパス又はそれ以

上の精度を有するものとし、起点(BP)を簡易な方法で現地に表示するものとする。

起点及び、主要な測点については、杭を設置すると供に、他測点についても簡易な

方法で現地表示するものとする。ただし、それ以上の精度を有すると認められる既

存の図面が利用できるときは、測量を省略できることとし、実測図にその根拠を明

示するものとする。 

イ 測量精度は、閉合トラバース測量における閉合比が 100 分の１以内とする。 

ウ 実測野帳は、所定の様式又はこれに準じたものを使用すること。 

エ 補助対象区域は、当該作業において一体として取扱う樹木を包括する森林の区域

とする。 

オ 事業施行地内の道路敷（既設森林作業道を含む。）、岩石地、崩壊地等の不良造林

地等で１カ所の面積が 0.01ha 以上のものは、除地として除外すること。 

（3）作図等 

ア 縮尺は、１施行地１ha 未満の事業地にあっては 1,000 分の１、１ha 以上の事業地

にあっては 3,000 分の１を標準とする。 

イ 面積の算出はプラニメーター（３回測定）又は三斜法若しくはこれ以上の精度を

有する方法により算出するものとし、計算経過を実測図余白に記載又は添付するこ

と。補助金の算出には小数点第３位以下を切り捨てた面積を用いる。 

ウ 前項（2）のオの除地については、集計ごとに小数点第３位以下を切上げて、事業

施行地全体の面積から控除する。 

 

 

 

 


